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1. 概要 

 本資料は，「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」第 82 条第 1項に基づき実

施した高経年化技術評価のうち，低サイクル疲労の評価結果について，補足説明するもの

である。 

低サイクル疲労とは，プラントの起動・停止時等に受ける温度・圧力変化によって機器

に発生する応力が供用期間中に繰り返された場合に，疲労割れの発生に至る可能性がある

劣化事象である。 

このような温度・圧力変化の影響について，これまでの運転実績を考慮し，評価対象期

間（運転開始後 60年）における疲労割れの発生有無の観点から評価を実施した。 

 

2. 基本方針 

設計時の疲労評価点と運転経験を考慮して定めた評価点に対して，低サイクル疲労の発

生または進展に係る健全性評価を行い，実用発電用原子炉施設における高経年化対策審査

ガイドに定める要求事項に適合することを確認する。 

 低サイクル疲労を評価するにあたっての要求事項を表 1 に整理する。 

 

表 1（1/2） 低サイクル疲労についての要求事項 

ｶﾞｲﾄﾞ 要求事項 

実用発電用原子炉施設

における高経年化対策

審査ｶﾞｲﾄﾞ 

（1）高経年化技術評価の審査 

⑫健全性の評価 

実施ｶﾞｲﾄﾞ 3.1⑤に規定する期間の満了日までの期間につい

て、高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の発生又は進展

に係る健全性を評価していることを審査する。 

⑬現状保全の評価 

健全性評価結果から現状の保全策の妥当性が評価されている

ことを審査する。 

⑭追加保全策の抽出 

現状保全の評価結果から、現状保全に追加する必要のある新

たな保全策が抽出されていることを審査する。 

 

（2）長期保守管理方針の審査 

①長期保守管理方針の策定 

すべての追加保全策について長期保守管理方針として策定さ

れているかを審査する。 
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表 1（2/2） 低サイクル疲労についての要求事項 

ｶﾞｲﾄﾞ 要求事項 

実用発電用原子炉施設

における高経年化対策

実施ｶﾞｲﾄﾞ 

3.1 高経年化技術評価の実施及び見直し 

⑤抽出された高経年化対策上着目すべき経年劣化事象について、

以下に規定する期間の満了日までの期間について機器・構造物

の健全性評価を行うとともに、必要に応じ現状の保守管理に追

加すべき保全策（以下「追加保全策」という。）を抽出すること。

 ｲ 実用炉規則第 82 条第 1 項の規定に基づく高経年化技術評価

ﾌﾟﾗﾝﾄの運転を開始した日から 60 年間 

 

3.2 長期保守管理方針の策定及び変更 

長期保守管理方針の策定及び変更に当たっては、以下の要求事

項を満たすこと。 

①高経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策（発電用

原子炉の運転を断続的に行うことを前提として抽出されたもの

及び冷温停止状態が維持されることを前提として抽出されたも

のの全て。）について、発電用原子炉ごとに、保守管理の項目及

び当該項目ごとの実施時期を規定した長期保守管理方針を策定

すること。 

なお、高経年化技術評価の結果抽出された追加保全策について、

発電用原子炉の運転を断続的に行うことを前提とした評価から

抽出されたものと冷温停止状態が維持されることを前提とした

評価から抽出されたものの間で、その対象の経年劣化事象及び

機器・構造物の部位が重複するものについては、双方の追加保

全策を踏まえた保守的な長期保守管理方針を策定すること。 
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3. 評価対象と評価手法 

（1）評価対象 

 低サイクル疲労は，様々な機器に発生する経年劣化事象であるが，重要機器の主要部位

に対しては，設計規格等に従い，供用期間を想定した評価を行うものである。設計時の疲

労評価点と運転経験を考慮して定めた評価点に対して，評価対象期間を設定して疲労評価

を実施する必要があることから，高経年化技術評価では，評価対象となる原子炉冷却材圧

力バウンダリに属する機器および炉内構造物を，ポンプ，配管，弁，容器および炉内構造

物に区分し，最も評価が厳しいと想定される機器をグループ内代表として選定する。 

 評価対象機器およびグループ内代表は以下の条件に該当する機器を抽出する。 

 

a. 低サイクル疲労に係る評価対象機器 

  プラントの起動・停止時等に温度・圧力の変化の影響を受ける機器を評価対象として

抽出した。 

  原子炉圧力容器において，疲労評価を実施する対象部位は，建設時工認における評価

対象部位のうち，スタッドボルトの締付の影響を受ける主フランジおよびスタッドボル

ト，原子炉圧力容器の荷重を支持する下鏡，支持スカート，建設時工認を参考に評価が

厳しくなると推定される部位として，給水ノズルを対象とした。 

また，原子炉圧力容器以外で疲労評価を実施する対象機器・部位は，建設時工認の疲

労評価対象のうち，ドライウェルとサプレッションチェンバの相対変位により疲労が想

定される原子炉格納容器のベント管ベローズ，炉心シュラウドの荷重を受ける炉心シュ

ラウドおよびシュラウドサポート，運転状態から評価が厳しいと想定される機器・部位

として，ポンプ，配管，弁，機械ペネトレーションを対象とした。 

  選定理由の詳細を表 2に，代表的な機器として，原子炉圧力容器および炉心シュラウ

ドの評価対象部位を図 1に示す。 

また，選定の参考とした建設時工認における原子炉圧力容器の疲労評価結果を別紙 1

に示す。 
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表 2 疲労評価対象機器・部位の選定理由 

対象機器・部位 選定理由 

原
子
炉
圧
力
容
器 

主ﾌﾗﾝｼﾞ 
建設時工認の評価対象部位であり，熱過渡に加えｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ締付によ

る影響を受ける部位であるため 

ｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ 
建設時工認の評価対象部位であり，熱過渡に加えｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ締付によ

る影響を受ける部位であるため 

給水ﾉｽﾞﾙ 

建設時工認の評価対象部位であり，温度変化が大きく比較的大きな熱

応力が発生し，かつ，別紙 1 に示すとおり，各ﾉｽﾞﾙの中で建設時工認

の疲れ累積係数が最大となる部位であるため 

下鏡 

建設時工認の評価対象部位であり，別紙 1 に示すとおり，ｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ

およびﾉｽﾞﾙを除く原子炉圧力容器構成機器のうち，建設時工認の疲れ

累積係数が最大となる。また，原子炉圧力容器の荷重を受ける部位で

あるため 

支持ｽｶｰﾄ 
建設時工認の評価対象部位であり，原子炉圧力容器の荷重を受ける部

位であるため 

ﾎﾟﾝﾌﾟ・配管 建設時工認の評価対象部位であり，運転状態から疲労評価結果が厳し

いと想定される部位であるため 弁 

容器 

原子炉格納容器 

(ﾍﾞﾝﾄ管ﾍﾞﾛｰｽﾞ) 

建設時工認の評価対象部位であり，ﾄﾞﾗｲｳｪﾙとｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾁｪﾝﾊﾞの相対変

位の吸収により，ﾍﾞﾛｰｽﾞに疲労の蓄積が考えられるため 

機械ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ 
建設時工認の評価対象部位であり，運転状態から疲労評価結果が厳し

いと想定される部位であるため 

炉内 

構造物 

炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ， 

ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ 

建設時工認の評価対象部位であり，炉心ｼｭﾗｳﾄﾞの荷重を受ける部位で

あるため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 原子炉圧力容器および炉内構造物の疲労評価対象部位

A 部 

B 部 

C 部 

C 部詳細 

支持スカート＊1 

シュラウドサポート＊2 

炉心シュラウド＊2 

A 部詳細 

下鏡＊2 

B 部詳細 

＊1：非接液部 

＊2：接液部 

（下鏡はクラッドにより非接液部となるが， 

保守的に接液部として評価を実施した。） 
主フランジ＊1 

スタッドボルト＊1 

給水ノズル＊2 
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 b. 評価対象機器のグループ化および代表機器の選定 

評価対象機器を構造（型式等），使用環境（内部流体等），材料等に応じグループ化しており，機器

の重要度，使用条件，仕様等の観点から代表機器を選定している。 

以降の説明では，低サイクル疲労が想定されるグループ内代表のうち，1 機器を代表機器として評

価の詳細を説明する。 

代表機器は，プラントの安全上の重要性を考慮し，原子炉冷却材圧力バウンダリの機能上最も重要

である「原子炉圧力容器」とし，「4. 代表機器の技術評価」にて具体的な評価内容を説明する。なお，

原子炉圧力容器以外の評価結果は「5. 代表機器以外の技術評価」に示す。 

 

（2）評価手法 

 a. 低サイクル疲労評価の流れ 

  低サイクル疲労評価の流れを図 2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 低サイクル疲労評価・環境疲労評価のフロー 

過渡条件の設定（温度変化，圧力変化，過渡回数） 

それぞれの過渡に対する機器の温度履歴 
発生応力（ひずみ）履歴を算出 

発生応力より過渡の組合せに対する繰返しピーク応力強さを算出 

繰返しピーク応力強さより，過渡の組合せ i 

に対する疲れ累積係数 Ufiを算出 

Ufiを総和し疲れ累積係数 Ufを求める Uf ൌ 	 Ufi	
	 	 	  

環境疲労評価対象部位の抽出 

炉水接液部で疲労評価の疲れ累積係数が最大の部位を抽出 

温度，ひずみ履歴より過渡の組合せ iに 

対する環境効果補正係数 Feniを算出 

組合せ iに対する環境疲労を考慮した 

疲れ累積係数 Ueniを算出 Ueni=Ufi×Feni 

Ueniを総和し，環境中の疲れ累積係数 Uen を求める 

Uen= Ueni 

疲労評価

環境疲労評価 

ひずみ履歴 

温度履歴 

Ufi 

過渡の 

組合せ 
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 b. 適用規格 

  疲労評価に用いた規格を以下に示す。 

   ・社団法人 日本原子力学会標準 原子力発電所の高経年化対策実施基準：2008 

   （AESJ-SC-P005：2008）（以下，「実施基準」という） 

・社団法人 日本機械学会 発電用原子力設備規格 設計・建設規格 

（JSME S NC1-2005（2007 年追補版を含む）（以下，「設計・建設規格」という） 

・社団法人 日本機械学会 発電用原子力設備規格 環境疲労評価手法 

（JSME S NF1-2009）（以下，「環境疲労評価手法」という） 

 

 c. 過渡条件の設定 

 （a）評価期間 

   評価期間は「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド」に基づき，60年間とする。 

 （b）過渡条件 

   過渡条件は表 3 に示すとおり，発電所の様々な運転条件による過渡事象をカウントした。 

これまでの運転経験や最新知見についても検討したが，別紙 2 に示すとおり新たな過渡事象は抽

出しておらず，過渡条件は建設時工認と同様である。 

（c）過渡回数 

 実績過渡回数は，実施基準および表 4に示す実績過渡回数策定方針に基づき，2015 年 7月末時点

までの運転実績とした。 

 推定過渡回数は，表 5 に示す推定過渡回数策定方針に基づき，今後の運転想定期間を 2015 年 8

月1日から運転開始後60年時点までの期間として算出した。なお，評価が非保守的とならないよう，

推定過渡回数算出に使用する発生頻度については，プラント長期停止前の 2012 年 3 月末までの期間

で算出した。 

 表 6および図 3に 30 年目の高経年化技術評価（以下「PLM30」という）における評価条件を示す。 
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表 3 過渡事象の内容 

No. 事象 内容 

1 ﾎﾞﾙﾄ締付 
起動前に準備として行う原子炉圧力容器上鏡の取り

付け作業を考える。 

2 耐圧試験 
起動前に実施する最高使用圧力以下の耐圧試験を考

える。 

3 起動（昇温） 
冷温停止状態から高圧高温待機状態までの起動を考

える。 

4 起動（ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 
高圧高温待機状態から定格熱出力運転状態までの起

動を考える。 

5 夜間低出力運転(出力 75％) 
平日の夜間における定格出力から 75%出力までの変動

を考える。 

6 週末低出力運転(出力 50％) 
週末における定格出力から 50%出力までの変動を考え

る。 

7 制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 出力を 75%まで下げて制御棒のﾊﾟﾀｰﾝ変更を考える。 

8 
給水加熱機能喪失 

（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 
原子炉ｽｸﾗﾑを伴わない発電機ﾄﾘｯﾌﾟを考える。 

9 
給水加熱機能喪失 

（給水加熱器部分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 

定格出力運転時に給水加熱器の故障により給水加熱

器の一部をﾊﾞｲﾊﾟｽすることを考える。 

10 ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 
原子炉系の圧力上昇を伴うｽｸﾗﾑのうち給水が維持さ

れるｽｸﾗﾑを考える。 

11 ｽｸﾗﾑ（その他ｽｸﾗﾑ） 

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ，原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止，逃がし安

全弁誤作動）を除く中性子計装，原子炉保護系からの

信号によるｽｸﾗﾑを考える。 

12 停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止） 
定格出力運転状態から高圧高温待機状態までの停止

を考える。 

13 停止（高温待機） 
原子炉出力零となった後の高圧高温待機状態を考え

る。 

14 停止（冷却） 
高圧高温待機状態から低圧高温待機状態までの停止

を考える。 

15 停止（容器満水） 
原子炉圧力容器上鏡の冷却のため給水による容器満

水を考える。 

16 停止（満水後冷却） 冷温停止状態までの冷却を考える。 

17 ﾎﾞﾙﾄ取り外し 燃料交換等の目的で上鏡を取り外すことを考える。 

18 ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 
所内電源喪失により給水ﾎﾟﾝﾌﾟが停止し，炉水位低に

よるｽｸﾗﾑを考える。 

19 ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 
原子炉圧力の上昇を伴わない炉水位低によるｽｸﾗﾑを

考える。 
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表 4 実績過渡回数策定方針 

No. 項目 内容 

1 実績過渡とした期間 
2015年7月末時点までの運転実績を実績過渡回数とし

た。 

2 試運転時の実績過渡回数 
実績としてｶｳﾝﾄするが，試運転時特有のものであるた

め，実績過渡発生頻度には含めない。 

3 取替機器の実績過渡回数 
低ｻｲｸﾙ疲労評価を実施している機器で取替を行って

いるものはない。 

 

表 5 推定過渡回数策定方針 

No. 項目 内容 

1 推移（回／年）の考え方 

実績運転期間は，運転開始から評価時点(2015 年 7 月

末)までの期間ではなく，現在の長期停止を考慮し，

2012 年 3月末までの期間として推移を算出した。 

2 今後の過渡回数設定の考え方 

今後の運転想定期間として，2015 年 8 月 1 日から運転

開始後 60年時点までの期間の推定過渡回数を算出し

た。 

3 
評価時点（2015 年 7 月末）～ﾌﾟ

ﾗﾝﾄ再稼働までの期間について 

断続的な運転を想定し，推定過渡回数を算出した。当

該期間は，実績過渡回数は 0 回であることが想定され

るため，保守的な評価となる。 

4 未経験過渡回数 
運転実績において，未経験であることから，0 回とし

て評価した。 
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表 6 PLM30 における評価条件 

運転条件 

PLM30 評価条件 

運転実績に基づく 
過渡回数 

(2015年 7月末時点) 

運転開始後 
60 年時点※1※2※3 

1 ﾎﾞﾙﾄ締付※4 20 45 

2 耐圧試験 24 55 

3 起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動）※4 36 74 

4 夜間低出力運転（75%出力） 40 81 

5 週末低出力運転（50%出力） 34 84 

6 制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 58 143 

7 給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 0 0 

8 給水加熱機能喪失（給水加熱器部分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 0 0 

9 ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 1 

10 ｽｸﾗﾑ（その他ｽｸﾗﾑ） 4 7 

11 停止※4※5 36 74 

12 ﾎﾞﾙﾄ取り外し※4 21 46 

13 ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 0 

14 ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 0 

※1：推移（回／年）：運転期間中の実績過渡回数／実績運転期間（23.13 年） 

※2：60年時点の推定：実績過渡回数合計＋（推移（回／年）×今後の運転想定期間（33.54 年）） 

※3：小数点 1桁目を切上げ 

 ※4：ボルト締付・取り外しおよび起動・停止の発生推移は，それぞれ実績回数の高い方を用いて算出した（推移を同

率に設定）。 

※5：表 3の No.12～16 の事象を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 過渡回数設定の略式図 
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実績過渡回数
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 d. 応力解析，疲れ累積係数算出 

原子炉圧力容器各部位（スタッドボルト除く）の健全性評価は，設計・建設規格（クラス 1容器）

の規定に従い，大気中での疲労評価を行う。 

供用状態 A，B（運転状態Ⅰ，Ⅱ）の過渡条件に対し，P（圧力），O（熱過渡荷重），M（機械的荷重），

D（自重），T（熱膨張荷重）の各荷重を考慮して，応力解析を行い，過渡条件の組合せを考慮して疲れ

累積係数（Uf）を算出する。 

接液部に対しては，環境疲労評価手法に従い，環境効果補正係数（Fen）を算出し，環境効果を考慮

した疲れ累積係数（Uen）を算出する。 

なお，評価対象機器においてステンレス鋼クラッドにより接液しないことを理由に環境疲労評価を

行っていない部位はない。 

スタッドボルトの健全性評価は，設計・建設規格（クラス 1容器）のボルト等の規定に従い，疲労

評価を行う。 

供用状態 A，B（運転状態Ⅰ，Ⅱ）の過渡条件に対して，P（圧力），O（熱過渡荷重），M（機械的荷

重）の各荷重を考慮して応力解析を行い，過渡条件の組合せを考慮して疲れ累積係数（Uf）を算出す

る。 

図 4 から図 8 に疲労評価における応力解析の流れを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 疲労評価における応力解析の流れ 

（原子炉圧力容器のうちスタッドボルト以外，炉内構造物） 
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図 5 疲労評価における応力解析の流れ 

（原子炉圧力容器のうちスタッドボルト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 疲労評価における応力解析の流れ 

（ポンプ，配管）  
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図 7 疲労評価における応力解析の流れ 

（弁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 疲労評価における応力解析の流れ 

（容器） 

  

基本板厚 

応力評価 

内圧による 
一次膜応力 

局部一次応力
配管反力による 

二次応力 

一次+二次応力（供用状態 A，B） 

疲れ解析 

繰返しピーク応力強さに

対する許容繰返し回数 

起動・停止時 

≧2,000 

繰返しピーク応力強さに 
対する許容繰返し回数 

過渡変化（ステップ変化）時 

≧実際の 
繰返し回数 

Uen＝Uf×Fen 

（1を下回ることを確認）

環境疲労評価 

Fen 算出 

 環境効果補正係数 

接液環境部位

全伸縮量算出 

ベローズに生じる応力算出 

許容繰返し回数算出 

疲労評価 

（1を下回ることを確認） 

各方向の変位算出 
（圧力）（熱） 

設定条件 過渡条件 

（1を下回ることを確認）



13 

4. 代表機器の技術評価 

（1）健全性評価 

  原子炉圧力容器について設計・建設規格に基づき，大気中での疲労評価を行った結果，疲れ累積係

数が 1を下回ることを確認した。 

  さらに，接液環境にある評価点について環境疲労評価手法に基づき，環境を考慮した疲労評価を行っ

た結果，疲れ累積係数が許容値 1 を下回ることを確認した。 

  原子炉圧力容器の疲労評価結果を表 7 に示す。なお，環境疲労評価で考慮した溶存酸素濃度につい

て別紙 4 に示す。 

  また，評価手法を含めた疲労評価結果を別紙 7 に示す。 

 

表 7 原子炉圧力容器の疲労評価結果 

評価対象機器・部位 

運転実績回数に基づく疲れ累積係数 

（運転開始後 60 年時点）※1 

設計・建設規格の 

疲労線図による評価 

環境疲労評価手法によ

る評価(環境を考慮) 

原
子
炉
圧
力
容
器 

主ﾌﾗﾝｼﾞ 0.008 ―※2 

ｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ 0.381 ―※2 

給水ﾉｽﾞﾙ 0.096 0.624 

下鏡 0.007 0.326 

支持ｽｶｰﾄ 0.226 ―※2 

※1：設計・建設規格による評価，環境疲労評価手法による評価ともに部位毎の最大値を示す。 

※2：非接液部 

 

（2）現状保全 

  原子炉圧力容器の保全は，原子力規制委員会文書「実用発電用原子炉及びその附属施設における破

壊を引き起こす亀裂その他の欠陥の解釈の制定について」（平成26年 8月 6日付け原規技発第1408063

号）および維持規格に基づき実施している。 

  供用期間中検査では，超音波探傷試験および耐圧試験により健全性を確認している。 

また，実施基準に基づき，次回の高経年化技術評価時に実績過渡回数の確認による疲労評価を行う

こととしている。 

  いずれの評価対象機器・部位についても，点検結果は「良」であり，現状の保全策が妥当であるこ

とが確認できた。原子炉圧力容器の現状保全について表 8 に示す。 

  なお，低サイクル疲労割れの予防保全の観点から行っている工事はない。 
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表 8 原子炉圧力容器の現状保全 

評価対象機器・部位 現状保全 試験程度 点検結果 備 考 

原
子
炉
圧
力
容
器 

主ﾌﾗﾝｼﾞ 

超音波探傷試験 10 年／100% 良 

左記に加え，次回の高経年化

技術評価時に実績過渡回数の

確認による疲労評価を行う。 

耐圧試験 定期検査毎 良 

ｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ 
超音波探傷試験 10 年／100% 良 

耐圧試験 定期検査毎 良 

給水ﾉｽﾞﾙ 

超音波探傷試験 10 年／100% 良 

耐圧試験 定期検査毎 良 

下鏡 
超音波探傷試験 10 年／5% 良 

耐圧試験 定期検査毎 良 

支持ｽｶｰﾄ 超音波探傷試験 10 年／7.5% 良 

 

（3）総合評価 

  60 年間の供用を想定した原子炉圧力容器の疲労評価結果は，疲れ累積係数が許容値 1を下回ること

から，疲労割れが評価期間において問題となる可能性はなく，引き続き現状保全を継続することで 60

年間の健全性は維持できると判断する。 

 

（4）高経年化への対応 

  疲労割れについては，現状保全の項目に高経年化対策の観点から追加すべき項目はなく，今後も現

状保全を継続していく。 
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5. 代表機器以外の技術評価

（1）健全性評価 

 代表機器以外について設計・建設規格に基づき，大気中での疲労評価を行った結果，疲れ累積係数

が許容値 1を下回ることを確認した。 

 さらに，接液環境にある評価点について，環境疲労評価手法に基づき，環境を考慮した疲労評価を

行った結果，疲れ累積係数が 1を下回ることを確認した。 

 代表機器以外の疲労評価結果を表 9に，疲れ累積係数の算出根拠について別紙 6に示す。また，評

価手法を含めた疲労評価結果を別紙 7 に示す。 

表 9 代表機器以外の疲労評価結果 

評価対象機器・部位 

運転実績回数に基づく疲れ累積係数 

（運転開始後 60 年時点）※1 

設計・建設規格の疲労

線図による評価 

環境疲労評価手法によ

る評価(環境を考慮) 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ ｹｰｼﾝｸﾞと配管の溶接部 0.001 0.004 

配
管 

ｽﾃﾝﾚｽ鋼配管 原子炉再循環系配管 0.004 0.065 

炭素鋼配管 
主蒸気系配管 0.011 ―※2 

給水系配管 0.029 0.138 

弁 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ出口弁（弁箱） 0.002 0.025 

残留熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟ炉水戻り弁（弁箱） 0.005 0.029 

原子炉給水内側隔離逆止弁（弁箱） 0.029 0.253 

主蒸気隔離弁（弁箱） 0.012 ―※2 

容

器 

原子炉格

納容器 
ﾍﾞﾝﾄ管ﾍﾞﾛｰｽﾞ 0.049 ―※2 

機械ﾍﾟﾈﾄ

ﾚｰｼｮﾝ

主蒸気系配管貫通部 0.158 ―※2 

給水系配管貫通部 0.116 ―※2 

炉内構造物 
炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ 0.013 0.317 

ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ 0.009 0.024 

※1：設計・建設規格による評価，環境疲労評価手法による評価ともに部位毎の最大値を示す。

※2：非接液部

（2）現状保全 

ポンプ，配管，弁，容器，炉内構造物の現状保全を表 10 に示す。 
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表 10 ポンプ，配管，弁，容器，炉内構造物の現状保全 

評価対象機器・部位 現状保全 試験程度 

ﾎﾟﾝﾌﾟ 

・原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ 

（ｹｰｼﾝｸﾞと配管の溶接部） 

原子力規制委員会文書「実用発電用原子

炉及びその附属施設における破壊を引き

起こす亀裂その他の欠陥の解釈の制定に

ついて」（平成 26 年 8 月 6日付け原規技発

第 1408063 号）および維持規格に基づき，

定期的に超音波探傷試験を実施し健全性

を確認している。 

 さらに，実施基準に基づき，次回の高経

年化技術評価時に実績過渡回数の確認に

よる疲労評価を行うこととしている。 

10 年／25% 

配管 

・原子炉再循環系配管 

・主蒸気系配管 

・給水系配管 

10 年／25% 

弁 

・原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ出口弁 

・残留熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟ炉水戻り弁 

・原子炉給水内側隔離逆止弁 

・主蒸気隔離弁 

（対象部位：弁箱） 

 分解点検および維持規格による目視点

検により異常がないことを確認している。

 さらに，実施基準に基づき，次回の高経

年化技術評価時に実績過渡回数による疲

労評価を行うこととしている。 

維持規格： 

代表 1台について 10 年／

100% 

容器 

（原子炉格納容器） 

・ﾍﾞﾝﾄ管ﾍﾞﾛｰｽﾞ 

（機械ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ） 

・主蒸気系配管貫通部 

・給水系配管貫通部 

 維持規格に基づき，定期検査時の原子炉

格納容器漏えい率試験において，ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ

機能の健全性を確認している。 

 さらに，実施基準に基づき，次回の高経

年化技術評価時に実績過渡回数による疲

労評価を行うこととしている。 

定期検査毎に実施 

炉内構造物 

・炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ 

・ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ 

 原子力規制委員会文書「実用発電用原子

炉及びその附属施設における破壊を引き

起こす亀裂その他の欠陥の解釈の制定に

ついて」（平成 26 年 8 月 6日付け原規技発

第 1408063 号）および維持規格に基づき，

定期的に水中ｶﾒﾗによる目視点検を実施し

ている。 

 さらに，実施基準に基づき，次回の高経

年化技術評価時に実績過渡回数による疲

労評価を行うこととしている。 

【溶接接手以外】 

7.5%／10 年 

【炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ:溶接接手】 

H4 溶接接手（内面）： 

運転時間 9年／100% 

H4（内面）以外の溶接接手：

運転時間 5年から 15 年 

以内※1／100% 

【ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ：溶接接手】 

20 年～30年／100% 

※1：予防保全実施箇所は，予防保全後を供用開始時期として，運転時間 5年から 20年以内を初回点検

としている。  
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（3）総合評価 

  60 年間の供用を想定したポンプ，配管，弁，容器および炉内構造物の疲労評価結果は，疲れ累積係

数が許容値 1 を下回ることから，疲労割れが評価期間において問題となる可能性はなく，引き続き現

状保全を継続することで 60 年間の健全性は維持できると判断する。 

 

（4）高経年化への対応 

  疲労割れについては，現状保全の項目に高経年化対策の観点から追加すべき項目はなく，今後も現

状保全を継続していく。 

 

6. まとめ 

（1）審査ガイド適合性 

  「2. 基本方針」で示した要求事項について技術評価を行った結果，すべての要求を満足しており，

審査ガイドに適合していることを確認した。低サイクル疲労についての要求事項との対比を表 11に示

す。 

 

（2）保守管理に関する方針として策定する事項 

  保守管理に関する方針として策定する事項は，抽出されなかった。 

 



 

18 

表
1
1（

1
/
2）

 
低

サ
イ

ク
ル
疲

労
に

つ
い

て
の

要
求

事
項
と

の
対

比
 

      

ｶ
ﾞ
ｲ
ﾄ
ﾞ 

要
求

事
項
 

技
術
評
価

結
果
 

実
用

発
電

用
原

子
炉

施

設
に

お
け

る
高

経
年

化

対
策

審
査

ｶ
ﾞｲ
ﾄ
ﾞ 

（
1
）
高
経
年

化
技

術
評
価
の
審

査
 

⑫
健
全
性

の
評

価
 

実
施

ｶ
ﾞ
ｲ
ﾄ
ﾞ

3.
1⑤

に
規

定
す

る
期

間
の

満
了

日
ま

で
の

期
間
に

つ
い

て
、

高
経

年
化

対
策

上
着

目
す

べ
き

経
年

劣
化

事
象

の
発

生
又

は
進

展
に

係
る

健
全

性
を

評
価

し
て

い
る

こ
と

を
審

査
す

る
。
 

 

⑬
現
状
保

全
の

評
価
 

健
全

性
評

価
結

果
か

ら
現

状
の

保
全

策
の

妥
当

性
が

評
価

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

審
査

す
る

。
 

 

⑭
追
加
保

全
策

の
抽
出
 

現
状

保
全

の
評

価
結

果
か

ら
、
現
状
保

全
に

追
加
す
る

必
要

の
あ
る

新
た

な
保
全

策
が

抽
出

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

審
査
す

る
。
 

 （
2
）
長
期
保

守
管

理
方
針
の
審

査
 

①
長
期
保

守
管

理
方
針
の

策
定

 

す
べ

て
の

追
加

保
全

策
に

つ
い

て
長

期
保

守
管

理
方

針
と

し
て

策
定

さ
れ

て
い

る
か

を
審

査
す

る
。
 

 4
.（

1
）
お
よ

び
5
.（

1）
の
「

健
全
性
評
価

」
に
示

す

と
お

り
，
運
転

開
始

後
6
0
年

時
点
の
推
定

過
渡

回
数

を
用

い
て
健
全

性
を

評
価
し
た

。
  

  4
.
（

2）
お
よ

び
5
.（

2）
「
現

状
保
全
」
に

示
す

と
お

り
，
健
全
性
評

価
結

果
か
ら
，
現

状
の
保
全

策
が

妥
当

で
あ

る
こ
と
を

確
認

し
た
。
 

 4
.
（

4）
お
よ

び
5
.（

4）
「
高

経
年
化
へ
の

対
応

」
に

示
す

と
お
り
，
現
状

保
全
項
目

に
，
高
経
年

化
対

策
の

観
点

か
ら
追
加

す
べ

き
新
た
な

保
全
策
は
な

か
っ
た
。
 

 4
.
（

4）
お
よ

び
5
.（

4）
「
高

経
年
化
へ
の

対
応

」
に

示
す

と
お
り
，
現
状

保
全
項
目

に
，
高
経
年

化
対

策
の

観
点

か
ら
追
加

す
べ

き
も
の
は

な
く
，
保

守
管

理
に

関

す
る

方
針
と
し

て
策

定
す
る
事

項
は
な
か
っ

た
。
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表
1
1（

2
/
2）

 
低

サ
イ

ク
ル
疲

労
に

つ
い

て
の

要
求

事
項
と

の
対

比
 

ｶ
ﾞ
ｲ
ﾄ
ﾞ 

要
求

事
項
 

技
術
評
価

結
果
 

実
用

発
電

用
原

子
炉

施

設
に

お
け

る
高

経
年

化

対
策

実
施

ｶ
ﾞｲ
ﾄ
ﾞ 

3
.
1
 
高
経
年
化

技
術

評
価

の
実

施
及
び
見
直

し
 

⑤
抽

出
さ

れ
た

高
経

年
化

対
策

上
着

目
す

べ
き

経
年

劣
化

事
象

に
つ

い
て

、
以

下
に

規

定
す

る
期

間
の

満
了

日
ま

で
の

期
間
に

つ
い

て
機

器
・

構
造

物
の
健

全
性

評
価

を
行

う
と

と
も

に
、

必
要

に
応

じ
現

状
の
保

守
管

理
に

追
加

す
べ

き
保
全

策
（

以
下

「
追

加
保
全
策

」
と

い
う
。）

を
抽
出

す
る
こ

と
。
 

 
ｲ
 
実
用
炉

規
則
第

82
条
第

1
項
の
規
定

に
基

づ
く
高
経

年
化
技
術
評

価
 

ﾌ
ﾟﾗ
ﾝ
ﾄの

運
転

を
開

始
し

た
日

か
ら

60
年
間
 

 3
.
2
 
長
期
保
守

管
理

方
針

の
策

定
及
び
変
更
 

長
期

保
守

管
理

方
針

の
策

定
及

び
変
更

に
当

た
っ

て
は

、
以

下
の
要

求
事

項
を

満
た

す
こ

と
。
 

①
高

経
年

化
技

術
評

価
の

結
果

抽
出

さ
れ

た
全

て
の

追
加

保
全

策
（

発
電

用
原

子
炉

の

運
転

を
断

続
的

に
行

う
こ

と
を

前
提
と

し
て

抽
出

さ
れ

た
も

の
及
び

冷
温

停
止

状
態

が
維
持
さ

れ
る

こ
と
を
前

提
と

し
て
抽

出
さ

れ
た
も
の

の
全

て
。
）
に

つ
い

て
、
発
電

用
原

子
炉

ご
と

に
、

保
守

管
理

の
項
目

及
び

当
該

項
目

ご
と

の
実
施

時
期

を
規

定
し

た
長
期
保

守
管

理
方
針
を

策
定

す
る
こ

と
。
 

な
お

、
高

経
年

化
技

術
評

価
の

結
果
抽

出
さ

れ
た

追
加

保
全

策
に
つ

い
て

、
発

電
用

原
子

炉
の

運
転

を
断

続
的

に
行

う
こ
と

を
前

提
と

し
た

評
価

か
ら
抽

出
さ

れ
た

も
の

と
冷

温
停

止
状

態
が

維
持

さ
れ

る
こ
と

を
前

提
と

し
た

評
価

か
ら
抽

出
さ

れ
た

も
の

の
間

で
、

そ
の

対
象

の
経

年
劣

化
事
象

及
び

機
器

・
構

造
物

の
部
位

が
重

複
す

る
も

の
に

つ
い

て
は

、
双

方
の

追
加

保
全
策

を
踏

ま
え

た
保

守
的

な
長
期

保
守

管
理

方
針

を
策
定
す

る
こ

と
。
 

 4
.
（

4
）

お
よ

び
5.

（
4
）
「

高
経

年
化

へ
の

対
応

」

に
示

す
と

お
り

，
現

状
保

全
項

目
に
，

高
経

年
化

対

策
の

観
点

か
ら

追
加

す
る

新
た

な
保
全

策
は

な
か

っ

た
。
 

    4
.
（

4
）

お
よ

び
5.

（
4
）
「

高
経

年
化

へ
の

対
応

」

に
示

す
と

お
り

，
現

状
保

全
項

目
に
，

高
経

年
化

対

策
の

観
点

か
ら

追
加

す
べ

き
も

の
は
な

く
，

保
守

管

理
に

関
す

る
方

針
と

し
て

策
定

す
る
事

項
は

な
か

っ

た
。
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建設時考慮されていない応力変動の抽出プロセスについて 

 

 高経年化技術評価書で想定している経年劣化事象は，評価対象機器の構造（型式等），使用環境（内

部流体等），材料等により，「高経年化対策実施基準 2008 版」附属書 A（規定）の「経年劣化メカニズ

ムまとめ表」および最新知見として「高経年化対策実施基準 2015 版」附属書 A（規定）の「経年劣化

メカニズムまとめ表」を参考にしている。 

 また，これまでの高経年化技術評価を参考にすると共に，スクリーニング未実施の島根原子力発電

所１号炉の 40年目の高経年化技術評価実施以降～2016 年 3 月の国内外の運転経験，最新知見につい

て，これまで実施した先行プラントの技術評価書を参考にし，高経年化技術評価への影響を整理し，

技術評価への反映要否を判断した。なお，スクリーニング対象期間以降の最新知見，運転経験につい

ては，審査の状況等も踏まえ，適宜反映することとしている。 

 

1．運転経験 

国内運転経験として，原子力安全推進協会が運営している原子力発電情報公開ライブラリー（以下，

「NUCIA 情報」という。）において公開されている「トラブル情報」「保全品質情報」「その他情報」を，

海外運転経験として，NRC(米国原子力規制委員会；Nuclear Regulatory Commission)の Bulletin，

Generic Letter，Information Notice および Regulatory Issue Summary を対象としてスクリーニン

グを実施。 

期間中の情報において，新たに高経年化技術評価書に反映すべき運転経験を抽出する。 

 

2．最新知見 

 スクリーニング対象期間中に発行された原子力規制委員会文書および日本機械学会，日本電気協会，

日本原子力学会の規格・基準類ならびに原子力規制委員会のホームページに公開されている試験研究

の情報等を検討し，高経年化技術評価を実施する上で，新たに反映が必要な知見を抽出する。 

 

3．低サイクル疲労評価に反映すべき事象について 

 1．および 2．の調査結果より，建設時に考慮されていない応力変動で低サイクル疲労に加えるべき

ものは抽出されなかった。 

 ただし，高サイクル熱疲労の観点で抽出された事象があるため，4．に記載する。なお，本事象は高

経年化技術評価書にて，既に評価を実施しているものである。 

 

4．建設時に考慮されていない高サイクル熱疲労について 

 運転経験により建設時考慮されていない高サイクル熱疲労現象は，日本機械学会基準「配管の高サ

イクル熱疲労に関する評価指針」（JSME S 017）（以下，「JSME 指針」という）により「高低温水合流

型」，「キャビティフロー型熱成層」，「運転操作型熱成層」，「弁グランドリーク型熱成層」，「弁シート

リーク型熱成層」があげられ，「運転操作型熱成層」，「弁グランドリーク型熱成層」，「弁シートリーク
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型熱成層」については運転操作や弁の保守管理で対応可能とされていることから評価対象外とした。 

 島根 2 号炉において発生することが考えられる「高低温水合流型」および「キャビティフロー型熱

成層」について，平成 19年 2月 16 日付け「高サイクル熱疲労に係る評価及び検査に対する要求事項

について」（平成 19・02・15 原院第 2号）の指示により，JSME 指針に基づき評価を行い，「高サイク

ル熱疲労による損傷の防止に関する評価結果について（平成 21 年 4 月）」（添付 1）を経済産業省 原

子力安全・保安院へ提出しており，以降に記載内容の概要を記す。 

 

《報告内容の概要》 

（1）対象施設 

省令 62 号第 6条および解釈第 6条第 3 項により，以下のとおりである。 

・一次冷却材系 

・原子炉浄化系 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

 

（2）評価対象とする高サイクル熱疲労に係る現象 

評価対象とする高サイクル熱疲労モードは，以下のとおりである。 

・高低温水合流型 

・キャビティフロー型熱成層 

 

（3）高サイクル熱疲労割れの評価対象部位の抽出 

a. 高低温水合流型 

①原子炉圧力容器給水ノズル 

②原子炉再循環系／残留熱除去系吐出合流部 

③原子炉浄化系の給水系への戻り部 

④残留熱除去系熱交換器出口配管とバイパス配管合流部 

b. キャビティフロー型熱成層 

①原子炉再循環系ドレンライン 

②電動機駆動原子炉給水ポンプミニマムフローライン 

 

（4）高サイクル熱疲労割れに関する評価結果 

上記（3）で抽出した高サイクル疲労割れの評価対象部位について JSME 指針に基づき評価を行っ

た。 

a. 高低温水合流型 

抽出された 4 箇所は，経済産業省原子力安全・保安院指示文書「泊発電所 2 号機再生熱交換器胴

側出口配管の損傷を踏まえた検査の実施について－高サイクル熱疲労割れに係る検査の実施につ

いて－」（平成 15年 12 月 12日付け平成 15･12･11 原院第 1号）に従って評価を実施し，問題ない

ことを確認している。 
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b. キャビティフロー型熱成層 

（a）原子炉再循環系ドレンライン（A 系，B系） 

評価の結果，原子炉再循環系ドレンラインについて，雰囲気温度と系統運転温度との温度差は，

JSME 指針の判定温度差を超えており，また分岐管鉛直部長さは，分岐管鉛直部長さへの侵入判定

長さおよび分岐管水平部への侵入判定長さを満足しない結果となった。この対応として，第 15

回定期検査期間中に分岐管鉛直部長さが分岐管への侵入判定長さを満足するように配管のルート

変更を行ったため，問題ない。 

（b）電動機駆動原子炉給水ポンプミニマムフローライン（A系，B系） 

評価の結果，給水ポンプミニマムフローラインについて，雰囲気温度と系統運転温度との温度

差は，JSME 指針の判定温度差を超えているが，分岐管鉛直部長さは，分岐管鉛直部への侵入判定

長さを満足しているため問題ない。 

 

（5）高サイクル熱疲労割れが発生する可能性の高い部位の特定の結果 

上記（4）の評価結果より，検査が必要とされる高サイクル熱疲労割れが発生する可能性が高い部

位はない。 

 

《報告内容の補足説明》 

添付 2：高サイクル熱疲労の対策として実施した原子炉再循環系ドレンライン配管ルート変更に

伴う温度分布測定結果について 
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タイトル
高サイクル熱疲労の対策として実施した原子炉再循環系ドレンライン配管ルート変更

に伴う温度分布測定結果について 

説 明

 原子炉再循環系ドレンラインのキャビティフロー型熱成層評価の結果，雰囲気温度

と系統運転温度との温度差は，指針（社団法人 日本機械学会 配管の高サイクル熱

疲労に関する評価指針 JSME S 017）の判定温度差を超えており，また分岐管鉛直部

長さは，分岐管鉛直部への侵入判定長さおよび分岐管水平部への侵入判定長さを満足

しない結果となった。この対応として，第 15 回定期検査(2008 年度)期間中に分岐管

鉛直部長さが分岐管への侵入判定長さを満足するように配管のルート変更を行ってい

る。 

１．配管ルート変更前の温度分布測定 

原子炉再循環系ドレンラインの温度変動を参考に確認するため，第 15回定期検査前

の通常運転時に温度測定を実施した。温度測定位置および温度分布を図 1～4に示す。

２．配管ルート変更後の温度分布測定 

 上記のように，分岐管鉛直部長さが分岐管への侵入判定長さを満足するように配管

のルート変更を行ったことから，配管ルート変更後の温度測定は実施していない。 

添付 2（1/3） 
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図 1 温度測定位置（A系） 

図 2 温度分布(A 系)
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図 3 温度測定位置（B系） 

図 4 温度分布(B 系) 
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タイトル
高サイクル熱疲労評価における残留熱除去系熱交換器出口配管とバイパス配管合流部

の評価における温度設定根拠について

説 明

残留熱除去系熱交換器出口配管とバイパス配管合流部における高サイクル熱疲労

評価では，残留熱除去系の運転モードのうち，当該合流部の温度差が大きくなる停

止時冷却モードでの運転を想定して評価した。 

評価にあたっては，残留熱除去系熱交換器による必要除熱量が最大となるよう，

停止時冷却モードにおいて，運転可能な最高温度から，設計仕様の原子炉冷却速度

55℃/h で冷却したとして評価した。 

その結果，当該合流部の高温側（バイパス配管）が 182℃，低温側（熱交換器出

口配管）が 126℃となった。 

評価概略図を図 1 に，評価に用いた数値とその根拠を表 1 に示す。 

 

 

図 1 熱交換器出口配管とバイパス配管合流部の評価概略図

添付 3（1/2） 

T1:182℃
F1:1,200m3/h 

原子炉
圧力 
容器 

T2:182℃ 
F2: 

必要除熱量：
26.4×106kcal/h 
原子炉温度：182℃ 

原子炉冷却速度：55℃/h

《熱交換器出口配管》 

T3:126℃ 
F3: 

熱交換器での除熱量 
26.4×106kcal/h

《ﾊﾞｲﾊﾟｽ配管》

T4:182℃ 
F4:

T5:160℃
F5:1,200m3/h

当該合流部 

残留熱除去系熱交換器

：原子炉再循環系

：残留熱除去系 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ 

残留熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟ 
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表 1 熱交換器出口配管とバイパス配管合流部の評価に用いた数値とその根拠 

項 目 数 値 根   拠 

T1 残留熱除去系 

入口温度 

(原子炉温度) 

182℃ 残留熱除去系停止時冷却モード運転開始

可能圧力(原子炉圧力 0.93MPa)時の飽和

温度（原子炉停止から 4時間後） 

崩壊熱量 24.6×106kcal/h 原子炉停止から 4 時間後の崩壊熱量 

原子炉を 55℃

/h で冷却する

時の除熱量 

28.2×106kcal/h 原子炉冷却速度 55℃/h（設計仕様） 

熱交換器によ

る必要除熱量 

52.8×106kcal/h ＋ 

熱交換器1基当

たりの除熱量 

26.4×106kcal/h ÷2 

F1 残留熱除去系 

系統流量 

1,200m3/h 

(1,200×103kg/h) 

設計仕様 

T2 熱交換器 

入口温度 

182℃ T1 と同じ 

T3 熱交換器 

出口温度 

126℃ 除熱量 に対応した流量･温度ﾊﾞﾗﾝｽ計算

により算出 

F2 

F3 

熱交換器 

通水量 

T4 熱交換器 

ﾊﾞｲﾊﾟｽ温度

182℃ T1 と同じ 

F4 熱交換器 

ﾊﾞｲﾊﾟｽ量

F1-F2 

T5 熱交換器出口 

合流後の温度 

160℃ 

F5 熱交換器出口 

合流後の流量 

1,200m3/h 

(1,200×103kg/h) 

F1 と同じ 
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